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日田市道路管理包括的民間委託導入可能性調査業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１. 目的 

この実施要領は、日田市道路管理包括的民間委託導入可能性調査業務（以下

「本業務」という。）を委託するに当たり、契約候補者を選定するために実施す

る公募型プロポーザルに関し必要な事項を定めるものである。 

 

２. 業務の概要 

（１）業務名 

  日田市道路管理包括的民間委託導入可能性調査業務 

（２）業務内容 

  別添「日田市道路管理包括的民間委託導入可能性調査業務仕様書」のとおり 

（３）履行期間 

契約締結日から令和９年３月２５日（木）まで 

（４）提案上限額 

１６，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

 

３. 参加資格要件 

公募型プロポーザルに参加する者は、審査基準日において、次に掲げる各号に

示した要件を満たした単独企業又は複数の企業により構成される共同企業体とす

る。 

（１）単独企業及び共同企業体構成員の共通の資格要件 

  ア 日田市競争入札参加資格審査申請書提出要領「コンサルタント業者」 

で、次のいずれかの登録企業で参加資格の認定を受けている者であること。 

   ・「土木」で登録している者。 

・「測量」で登録している者。 

  イ 令和８年度日田市公共工事建設業者等指名参加資格を有する者で、大分県内 

に本店又は営業所（支店、事業所）があること。 

ウ 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

エ 手形交換所における取引停止処分、主要取引先から取引停止等の事実があり、

経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

オ 会社更生法第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法第

21 条の規定に基づく再生手続開始の申立ての事実がある者にあっては、当該

手続開始決定後、日田市の競争入札参加資格の再認定を受けている者であるこ
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と。 

カ 民事執行法に基づく仮差押等金銭債権に対する強制執行若しくは国税・地方

税その他の公課について滞納処分による強制執行の措置を受け、支払いが不可

能になった者でないこと、又は第三者の債権保全請求が常態となったと認めら

れる者でないこと。 

キ 「日田市が発注する建設工事等の契約に係る指名競争入札参加者の資格を有

する者に対する指名停止等措置要領」及び「日田市物品供給契約に係る指名競

争入札参加資格を有する者に対する指名停止等措置要領」に基づく指名停止を

受けていない者であること。 

 ク 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴

力団及び警察当局から排除要請がある者でないこと。 

ケ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

 

（２）単独企業の資格要件 

ア 企業として、過去10年間の間に、地方自治体（市町村）が発注した「道路

維持管理に関する包括的民間委託」の可能性調査または発注支援業務を元請

として履行実績を有する者。 

  

イ 配置予定技術者 

  管理技術者および照査技術者は業務の円滑な推進を図るため十分な経験と 

  資格を有する技術者を選任すること。 

 

① 管理技術者 

  ※１）または２）の資格保有者かつ３）の業務経験を有する者。 

 

     １）技術士（総合技術管理部門または建設部門）の資格保有者 

     ２）RCCM（道路）の資格保有者 

     ３）同種業務実績（過去10年間の間に、地方自治体（市町村）が 

発注した「道路維持管理に関する包括的民間委託」の可能性調 

査または発注支援業務の業務経験。） 

 

  ② 照査技術者 

     １）技術士（総合技術管理部門または建設部門）の資格保有者 

      

 

 



3 
 

（３）共同企業体の資格要件 

ア 共同企業体の結成要件は、次のとおりとする。 

（ア）共同企業体が複数の企業により自主的に結成されたものであること。 

（イ）共同企業体の代表者は、出資比率が最大であること。 

（ウ）各構成員が、本業務において参加する他の共同企業体の構成員でないこ

と。 

イ 共同企業体の代表者を公募型プロポーザルに参加する代表者とすること。 

ウ 共同企業体として（２）の要件を全て満たすこと。 

（４）審査基準日 

参加資格要件の審査基準日は、参加表明資料の提出締切日とする。ただし、

契約締結日までの期間において、資格要件を満たさなくなった場合は、参加資

格を無効とする。 

 

４. 実施スケジュール 

公募型プロポーザルの実施スケジュールは次のとおりとする。また、都合に

より日程を変更する場合がある。 

項目 日程 備考 

公募開始 令和8年9月1日（火） 
公告及びホームペ

ージ 

質問の受付期間 
令和8年9月9日（水） 

午後5時まで 
電子メール 

質問の回答期限 令和8年9月11日（金） 

ホームページ（電

子メールにて 

順次回答） 

参加表明資料の提出締切 
令和8年9月8日（火） 

午後5時まで（必着） 
郵送又は持参 

参加資格審査の結果通知 

（1次審査結果通知） 
令和8年9月11日（金） 

電子メール及び郵

送 

企画提案資料の提出締切 
令和8年9月18日（金） 

午後5時まで（必着） 

郵送（特定記録郵

便）又は持参 

２次審査（プレゼンテー

ション） 
令和8年10月7日（水）  

契約候補者の決定・審査

の結果通知 
10月9日（金） 

ホームページ及び

郵送 

契約締結 10月15日（木）  



4 
 

５. 参加表明資料の提出 

公募型プロポーザルに参加しようとする者は、以下により必要書類を提出す

ること。なお、様式は、本市ホームページ

(https://www.city.hita.oita.jp/soshiki/34/17943.html)からダウンロードす

ること。 

（１）提出書類 

区分 書類名 提出部数 

参加表明資料 

参加表明書（様式１） 正本１部 

会社概要調書（様式２） 正本１部 

企業の業務実績調書（様式３） 正本１部 

配置予定技術者調書（様式４） 正本１部 

共同企業体の場合は協定書の写し 正本１部 

 ※共同企業体の場合、様式２及び様式３は企業ごとに作成し、企業名を明記する

こと。 

（２）提出方法 

提出方法は、郵送又は持参とする。なお、郵送の場合は、提出期間中に到着

したものに限り受け付ける。郵便事故等については提出者のリスク負担とす

る。 

（３）提出先 

提出先は、１４に記載の担当部署とする。 

（４）提出期間 

提出期間は、令和８年９月１日（火）～令和８年９月８日（火）午後５時

まで（必着）とする。 

なお、閉庁日を除く午前８時３０分から午後５時までに提出すること。 

※書類の不備による再提出及び修正を含む。 

 

６. 参加資格審査の結果通知 

参加資格審査の結果については、令和８年９月１１日（金）に電子メール及

び郵送にて通知する。なお、参加資格を認めた者であっても、当該確認後に参

加資格を満たさないことが明らかになったときは、当該参加資格を取り消すも

のとする。 

 

７. 企画提案資料の提出 

参加資格審査の結果、参加資格を有する旨の通知を受けた者は、次により書

類を作成の上、提出するものとする。なお、提案は各者１案とする。 
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（１）提出書類 

区分 書類名 提出部数 

企画提案資料 

企画提案書（様式任意） 正本１部、副本９部 

参考見積書（様式５） 正本１部 

参考見積内訳書（様式任意） 正本１部 

プレゼンテーション出席者名簿 

（様式任意） 

正本１部 

※企業名等は正本のみに記載し、副本には提案者が特定できるものを一切記載 

しないこと。 

 

（２）書類作成の留意事項 

企画提案書の様式は任意とするが、仕様書の内容を踏まえ、次の区分に従

い、考え方や提案を記載すること。 

 

区分  

１ 業務実績に

関すること 

(1)業務実績 様式３に記載の実績の中から、今回の業

務にもっとも類似する業務について詳細

を記載してください。また、道路に関す

る日田市発注業務（設計・測量・点検

等）の実績を記載してください。（複数

業務記載可） 

２ 業務計画に

関すること 

(1)実施方針 本業務の目的や背景に関する理解、実施

方針に関して記載してください。 

(2)工程計画 本業務の実施スケジュール、また、スケ

ジュールの効率性・実効性をどのように

確保するか記載してください。 

(3)実施体制 本業務を実施するための人員・体制につ

いて記載してください。また、具体的な

作業分担を記載してください。 

３ 特定テー

マ 

（1）日田市におけ

るモデル事業スキ

ームの具体的な検

討方法及び課題 

本業務を実施するために、それぞれの 

特定テーマについて記載してください。 

 

（2）サウンディン

グ調査の具体的な

実施方法 
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ア 用紙は、原則Ａ４両面使用とする（縦横指定なし・２アップ不可）。ただ

し、図面等の表現の都合上、用紙及び記述の方法を一部変更することは差し支

えないものとする。 

イ 企画提案書の枚数は、表紙及び目次を除き１０枚以内とする。（ただし、参

考見積書及び参考見積内訳書の枚数は別とする。） 

ウ ページ番号は、表紙及び目次を除き通し番号とし、各ページの下部に印字の

こと。 

エ 記載内容については、文書または図等で簡潔、明瞭に表現すること（専門用

語を多用せず、平易な表現とする）。また、文字は注記等を除き、原則として

11ポイント程度以上の大きさとすること。 

オ 参考見積内訳書は、本業務に要する経費について、仕様書による各業務及び

提案内容に基づき、適正に積算すること。なお、積算にあたっては、提案項目

ごとの直接経費、提案項目に共通して生じる経費及び消費税等を記載し、各積

算項目の内容についても記載すること。 

カ 参考見積書（様式５）は、本業務に要するすべての経費を見積もった上で記

載すること。なお、見積金額は、参考見積内訳書の消費税及び地方消費税を含

む合計金額と一致すること。 

 

（３）提出方法 

提出方法は、郵送又は持参とし、郵送の場合は特定記録郵便とする。 

郵便事故等については提出者のリスク負担とする。 

 

（４）提出先 

提出先は、１４に記載の担当部署とする。 

 

（５）提出期間 

提出期間は、令和８年９月１１日（金）～令和８年９月１８日（金）午後５

時まで（必着）とする。 

なお、閉庁日を除く午前８時３０分から午後５時までに提出すること。 

※書類の不備による再提出及び修正を含む。 

 

８. 質問の受付及び回答 

質問の受付及び回答は、次のとおりとする。 

（１）質問の方法 

質問書（様式６）に内容を簡潔にまとめて記載し、件名を「日田市道路管理

包括的民間委託導入可能性調査業務に関する質問」と明記の上、電子メールに
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より提出し、本市の担当部署へ電話により受信の確認を行うこと。なお、質問

内容は、資料作成のみに関するものとし、審査に関するものは受け付けない。

また、電話、口頭等による質問は受け付けない。 

 

（２）質問の受付期間 

質問の受付期間は、令和８年９月１日（火）～令和８年９月９日（水）午後

５時までとする。 

（３）質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和８年９月１１日（金）までにホームページにて回

答し、参加表明書（様式１）に関する質問に対しての回答は、質問者に対し回

答する。また、企画提案書に関する質問に対しての回答は、参加意向申出書を

提出した全ての者に回答する。 

 

９．辞退 

参加表明資料を提出した後に、提案を辞退する場合は、辞退届（様式７）を

提出すること。なお、参加表明資料の提出期限後から契約締結までの間に参加

資格の要件を満たさなくなった場合についても同様式を提出するものとする。 

 

１０．契約候補者の選定方法等 

（１）審査委員会の設置  

本業務の履行に最も適した契約の相手方を選定するため、日田市職員で組織

する「日田市道路管理包括的民間委託導入可能性調査業務公募型プロポーザ

ル審査委員会」（以下「審査委員会」という。）を設置する。 

 

（２）審査方法 

ア 審査委員会は、各提案者から提出された企画提案資料をもとに、提案者によ

るプレゼンテーション及びヒアリングによる審査を行い、審査基準の合計点が

最も高い提案者を契約候補者として選定する。 

※応募者多数の場合は、一次審査（書類審査）を行い、５社程度選定するもの

とする。結果については、全応募者にメール及び文書にて通知するものとす

る。 

イ 審査基準の合計点が最も高い提案者が２者以上ある場合は、審査項目の「仕

様書に定める業務の実施方法に関すること」の得点が最も高い者を契約候補者

とする。 

ウ すべての提案者の得点が、審査基準における最低基準点（配点の上限点（満

点）に審査員数を乗じた配点合計の60％）に満たない場合は、必要に応じ参加
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資格等を変更し、再度公募を行うものとする。 

エ 提案者が１者の場合であっても当該審査は実施するものとし、最低基準点を

満たす場合は契約候補者として選定する。 

 

（３）審査の観点 

審査は、企画提案資料の内容に基づき、別紙の審査基準により行う。 

 

（４）プレゼンテーション 

プレゼンテーションは、次のとおり行うものとし、非公開とする。 

ア 開催日 

令和８年１０月７日（水） 

 

イ 開催場所 

日田市役所庁議室（本庁４階） 

※控室…401会議室 

ウ プレゼンテーションへの出席者 

本業務を担当予定の責任者は必ず出席することとし、プレゼンテーションに

関する全体を進行すること。また、出席人数は３名以内とする。 

エ 審査方法 

（ア）プレゼンテーションは、自由形式により企画提案書の説明と表現を補足す

る追加説明を行うものとし、その後、審査委員会の委員によるヒアリングを

実施する。 

（イ）時間は１者につき35分程度とし、説明時間を20分、ヒアリング（質疑応

答）は15分程度を目途に実施する。 

（ウ）プレゼンテーションに必要な機器（パソコン等）は、提案者が準備するも

のとする。（通信回線は利用不可） 

なお、大型モニター及びＨＤＭＩケーブルは、日田市が準備する。 

（エ）プレゼンテーションの実施順は、企画提案資料の受付順とする。ただし、

提出書類の再提出があった場合は、再提出時を受付順とする。 

 

１１．審査の結果通知 

（１）審査結果は、プレゼンテーションを行った全ての提案者に郵送にて通知する 

とともに、日田市ホームページにて公表する。なお、電話等による問い合わせ 

には応じない。 

 

（２）候補者選定委員会による選考は非公開とする。なお、選定結果及び内容に関 
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する質疑や異議申立てについては一切受け付けないものとする。 

 

１２．契約の締結 

（１）市は、契約候補者と提出された企画提案書の記載事項を踏まえた協議を行

い、協議が整った場合に、日田市契約規則に基づく随意契約により、本業務の

委託契約を締結する。 

 

（２）契約候補者が以下に該当する場合は、審査委員会による審査において最低基

準点を満たした提案者のうち、得点が上位であった者から順に本契約の協議を

行うものとする。 

ア 協議が整わない場合 

イ 審査後に参加資格要件を満たさなくなった場合 

ウ その他の理由により契約の締結が不可能となった場合 

 

 

 

１３．留意事項 

（１）次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

ア 参加資格要件を満たしていない場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 実施要領等で示された提出期日、提出先、提出方法、書類作成上の留意事項

の条件に適合しない書類の提出があった場合 

エ 参考見積書の金額が２．（４）の提案上限額を超えた場合 

オ プレゼンテーションを正当な理由なく欠席したとき 

カ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

 

（２）企画提案書の著作権については、次のとおり取り扱うものとする。 

ア 企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するものとす 

る。 

イ 市は、公募型プロポーザルの手続き及びこれに係る事務処理において必要が

あるときは、提出された企画提案資料の全部又は一部の複製等を行うことがで

きるものとする。 

 

（３）市は、本業務の公募型プロポーザルに関し、提出された書類を契約候補者の

選定以外の目的には無断で使用しない。 

（４）各提案者は、本業務の公募型プロポーザルに関し、本市から受領又は閲覧し
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た資料を本市の了解なく公表又は使用してはならない。 

（５）提案内容に含まれる特許権など、日本国の法令に基づいて保護される第三者

の権利の対象となっているものを使用した結果発生した責任は、各提案者が負

う。 

（６）本業務の公募型プロポーザルに係る一切の費用は、全て各提案者の負担とす

る。 

（７）本市が提示する資料、実施要領に関する質問の回答書等は、本実施要領と一

体をなすものとする。 

（８）本実施要領に定めのない事項については、協議のうえ決定する。 

 

１４．担当部署 

本業務の公募型プロポーザル実務担当は、次のとおりとする。 

〒877-8601 大分県日田市田島２丁目６番１号 

日田市土木建築部 都市整備課 地域整備係 

電話：０９７３－２２－８３２５（直通） 

E-mail：toshi@city.hita.lg.jp 

（別紙）審査基準 

審査項目 審査基準（評価の視点） 配点 

企業評価 企業としての 

業務実績件数 

同種業務（「道路維持管理に関する

包括的民間委託」の可能性調査また

は発注支援業務）の実績及び道路に

関する日田市発注業務（設計・測

量・点検等）の実績を評価する。 

20 

配置予定

技術者の

経験及び

能力 

管理技術者 管理技術者の保有資格を評価する。 
5 

照査技術者 照査技術者の保有資格を評価する。 

5 

企画提案 実施方針  業務目的の理解、業務の実施方針に

ついて評価する。 

 

10 

工程計画 業務を円滑に執行する工程であるか

評価する。 

 

5 
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特定テーマ１  日田市におけるモデル事業スキーム

の具体的な検討方法及び課題につい

て評価する。 
35 

特定テーマ２ サウンディング調査の具体的な実施

方法について評価する。 

提案価格 参考見積金額  見積額が妥当であるか評価する。 
5 

総合評価 総合評価 企画提案、提案価格、プレゼンテー

ションなどを総合的に評価する。 
15 

合計 100 点満点  

 


